
   
○ 介護保険法の訪問介護・通所介護・（介護予防）短期入所生活介護については、障害者総合支援法若しくは児童
福祉法の指定を受けている事業所からの申請があった場合、「共生型サービス」として指定が可能。

共生型サービスの概要

共生型サービスを活用することのメリット

利用者
① 障害者が65歳以上になっても、従来から障害福祉で利用してきたサービスの継続利用が可能となる。
② 高齢者だけでなく、障害児・者など多様な利用者が共に暮らし支え合うことで、お互いの暮らしが豊かになる。

共生型サービス開始前

65歳を境に、なじみのある事業所から

介護サービス事業所へ移行する可能性。

共生型サービス開始後① ②

＜障害＞

生活介護 65歳
＜介護＞

通所介護

＜障害＞

生活介護

なじみのある事業所が共生型サービスに

なることで、65歳以降も引続き通所可。

＜介護＞

通所介護65歳

【地域の実践例】
「富山型デイサービス」

事業所
障害福祉事業所、介護保険事業所それぞ
れの基準を満たす必要なし。

地域
地域の実情にあわせて、限られた福祉人材を
有効に活用することが可能。

※ 障害福祉事業所の指定を受けた事業所であれば、基本的に共生型
サービスの指定を受けることができるよう、特例基準を設定。

介護保険と障害福祉の両制度の基準や高齢者と障害児・者
の支援内容の違いを踏まえ、サービスの質の確保に十分留意
をしつつ、共生型サービスの指定を推進

＜共生型＞

生活介護＋

共生型通所介護

＜共生型＞

生活介護＋

共生型通所介護

共生型サービスの実施により期待されること

○ 共生型サービスを実施することにより、具体的には以下のような地域課題の解決が可能。
※１事業所で介護保険サービス・障害福祉サービスの両方の指定を受けることによっても同様の課題解決が可能。

①

「介護」や「障害」といった枠組みに
とらわれず、多様化・複雑化してい
る福祉ニーズに臨機応変に対応す
ることができる。

②

人口減少社会にあっても、地域の
実情に応じたサービス提供体制整
備や人材確保を行うことができる。

③

各地域で地域包括ケア・福祉のま
ちづくりを展開するためのきっかけと
なる。

令和２年度老人保健健康増進等事業「共生型サービスの実態把握及び普及啓発に関する調査研究事業」報告書（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）より作成

似たようなサービスがあるのだけれど・・・

近所に要介護高齢者がいる。近くに介護保
険のデイサービス事業所がないので、遠くの事
業所まで通っている。障害者向けのデイサービ
ス事業所は近くにあるのだが・・・

続けて同じ事業所に通いたいのに･･･

長年、障害福祉事業所を利用していた障害者が
65歳になった。本人は続けて同じ事業所を使いた
いと言うが、介護保険事業所に移らなければいけ
ないのか･･･

解決可能と想定される地域課題

親子で一緒に過ごしたい

障害福祉事業所の利用者の母親が要介護と
なった。ケアマネジャーからは、デイサービスに
通って機能訓練をした方がよいと言われている
が、本人は子どもと同じ事業所に通いたいと
言っている。どうにかできないものか・・・

人材が足らない・・・

介護保険サービス、障害福祉サービスともに地域に
需要があるが、それぞれ事業所を整備していくと人
材が不足する。解消するいい方法はないものか・・・

役所のどこに相談すればよいのか･･･

介護保険サービスだけでは解決できなさそう
な悩み、障害福祉サービスだけでは解決でき
なさそうな悩みは役所のどこに相談すればよ
いのだろう。介護と障害、それぞれの担当窓
口はあるけれど、両方にまたがる相談は受け
てもらえるのか・・・

共生型サービスの
実施により解決可能

地域活動を活性化させたい・・・

介護事業所や障害事業所が中心
となって地域活動を行っているところ
もあると聞く。多様な利用者を受け
入れている事業所なら、より親しま
れやすいのではないだろうか・・・
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介護保険サービス 障害福祉サービス等

ホームヘルプ

サービス
○ 訪問介護

○ 居宅介護
○ 重度訪問介護

デイサービス
○ 通所介護
○ 地域密着型通所介護

○ 生活介護（主として重症心身障害者を通わせる事業所を除く）

○ 自立訓練（機能訓練・生活訓練）
○ 児童発達支援（主として重症心身障害児を通わせる事業所を除く）

○ 放課後等デイサービス（同上）

ショートステイ
○ 短期入所生活介護
○ 介護予防短期入所生活介護

○ 短期入所

「通い・訪問・泊まり」

といったサービスの組
合せを一体的に提供
するサービス※

○ 小規模多機能型居宅介護
○ 介護予防小規模多機能型居宅介護
○ 看護小規模多機能型居宅介護

□ 通い

○ 生活介護（主として重症心身障害者を通わせる事業所を除く）

○ 自立訓練（機能訓練・生活訓練）
○ 児童発達支援（主として重症心身障害児を通わせる事業所を除く）

○ 放課後等デイサービス（同上）

□ 泊まり ○ 短期入所

※ 障害福祉サービスには介護保険の（看護）小規模多機能型居宅介護と同様のサービスはないが、障害福祉制度における基準該当の仕組み
により、障害児・者が（看護）小規模多機能型居宅介護に通ってサービスを受けた場合等に、障害福祉の給付対象となっている。

共生型サービスの対象となるサービス

○ 共生型サービス創設の目的に照らし、以下のサービスを対象としている。

① 高齢障害者の介護保険サービスの円滑な利用を促進する観点から、介護保険優先原則が適用される介護保険と
障害福祉両方の制度に相互に共通するサービス

② 現行の基準該当障害福祉サービスとして位置付けられているサービス

種類 指定を受けている
障害福祉サービス

共生型の
請求事業所数

（参考）
サービス全体の
請求事業所数

訪問介護 11 34,081

（内訳） 指定居宅介護事業所 6 ｰ

指定重度訪問介護事業所 5 ｰ

通所介護（※１） 130（※２） 43,242

（内訳） 指定生活介護事業所 122 ｰ

指定自立訓練事業所 6 ｰ

指定児童発達支援事業所 0 ｰ

指定放課後等デイサービス事業所 2 ｰ

短期入所生活介護 7 10,591

（内訳） 指定短期入所事業所 7 ｰ

合計 148 ｰ

（出典）国保連合会保有給付実績情報について、介護保険総合データベースの任意集計を実施。

（※１）通所介護は地域密着型通所介護を含む件数。

（※２）同一事業所において、指定生活介護事業所及び指定自立訓練事業所の双方から算定されている事業所１件を含む。

共生型サービスの請求事業所数
（障害福祉サービス事業所が共生型介護保険サービスの指定を受ける場合）

（令和３年11月審査分（10月サービス提供分））
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